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1. 平成31年3月期第1四半期の連結業績（平成30年4月1日～平成30年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年3月期第1四半期 398 ― 4 ― 4 ― 0 ―

30年3月期第1四半期 ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）包括利益 31年3月期第1四半期　　0百万円 （―％） 30年3月期第1四半期　　―百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

31年3月期第1四半期 0.21 0.20

30年3月期第1四半期 ― ―

（注）平成30年３月期第１四半期においては、四半期連結財務諸表を作成していないため、平成30年３月期第１四半期の記載及び同期間との比較は行って

　　　おりません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

31年3月期第1四半期 1,304 861 66.0

30年3月期 1,063 676 63.6

（参考）自己資本 31年3月期第1四半期 861百万円 30年3月期 676百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30年3月期 ― 0.00 ― 19.29 19.29

31年3月期 ―

31年3月期（予想） ― ― ― ―

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　　　当社は定款において第２四半期末日及び期末日を配当基準日と定めておりますが、現時点では当該基準日における配当予想額は未定であります。

3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,187 12.3 281 10.0 281 9.3 182 3.8 62.02

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　　　当社は平成30年４月10日付で東京証券取引所マザーズに上場しました。１株当たり当期純利益については、上場に伴って実施した公募増資による増

　　　加株式数（170,000株）及び自己株式の処分（44,000株）を含めた予定期中平均株式数により算定しております。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 31年3月期1Q 2,970,480 株 30年3月期 2,782,000 株

② 期末自己株式数 31年3月期1Q ― 株 30年3月期 44,000 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 31年3月期1Q 2,939,219 株 30年3月期1Q ― 株

（注）当社は、平成30年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に株式分割が行われたと仮

　　　定して、発行済株式数（普通株式）を算定しております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　　（将来に関する記述等についてのご注意）

　　　　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお

　　　り、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益の改善や雇用・所得環境の改善、設備投資の増加な

どを背景に、緩やかな景気回復基調が続く一方、賃金の伸び悩みから個人消費には力強さは見られず、景気の回復

を実感できない状況で推移いたしました。また、海外では米国発の貿易摩擦の懸念や欧州における政治不安の再燃

や原油価格の上昇などにより依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような経済環境の中、人材紹介事業においては、国内の雇用情勢は依然として企業の求人意欲が衰えず、厚

生労働省が発表する有効求人倍率は、平成30年６月時点で1.62倍という高水準を維持しております（「一般職業紹

介状況（平成30年６月分）について」厚生労働省調べ）。 

一方、メンタルヘルスケア事業においては、各企業における改正労働安全衛生法に基づく第３回目のストレスチ

ェック実施を見据え、顧客基盤の一層の拡充に取り組むと同時に、企業側のメンタルヘルスへの関心の高まりとそ

れに伴うニーズの高度化等に対処すべく、「ストレスチェック」、「組織分析」及び各々のフォローアップサービ

スの高度化及び強化に注力いたしました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は398,179千円、営業利益は4,360千円、経常利益は4,199

千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は616千円となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

人材紹介事業につきましては、事業基盤の強化を目指し、コンサルタントの積極的な採用を推し進めるととも

に、各コンサルタントの教育体制の充実を図ることにより営業力の強化に努めてまいりました。その結果、売上高

は239,660千円、セグメント利益は35,985千円となりました。

メンタルヘルスケア事業につきましては、EAP契約の安定的な維持・獲得に加え、ストレスチェックの法制化３

年目におけるストレスチェック後のフォローアップサービスを含む当社グループの商品提供力が評価され、売上高

は158,518千円、セグメント利益は28,913千円となりました。

 

（２）財政状態に関する説明 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行ってお

ります。 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して240,400千円増加し、1,304,210千

円となりました。主な要因は、現金及び預金の増加243,574千円等であります。

負債は、前連結会計年度末と比較して56,009千円増加し、442,851千円となりました。主な要因は、未払金の減

少57,554千円、前受金の増加104,098千円等であります。

純資産は、前連結会計年度末と比較して184,391千円増加し、861,359千円となりました。主な要因は、資本金の

増加94,607千円、資本剰余金の増加139,853千円、利益剰余金の減少52,199千円等であります。

以上の結果、自己資本は184,391千円、自己資本比率は前連結会計年度末と比較して2.4ポイント増加し、66.0％

となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成31年３月期の連結予想につきましては、平成30年５月15日に公表いたしました通期の連結業績予想に変更は

ありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成30年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成30年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 576,974 820,549 

売掛金 134,417 117,298 

未収還付法人税等 21,751 44,692 

その他 19,799 21,512 

貸倒引当金 △542 △388 

流動資産合計 752,401 1,003,663 

固定資産    

有形固定資産 87,636 84,885 

無形固定資産    

のれん 83,557 77,728 

その他 27,485 25,270 

無形固定資産合計 111,043 102,998 

投資その他の資産 112,728 112,662 

固定資産合計 311,408 300,546 

資産合計 1,063,809 1,304,210 

負債の部    

流動負債    

1年内返済予定の長期借入金 13,467 10,030 

未払法人税等 28,355 3,580 

未払消費税等 32,044 18,916 

賞与引当金 - 16,956 

返金引当金 5,845 5,930 

未払金 153,885 96,331 

前受金 110,764 214,863 

その他 7,277 41,035 

流動負債合計 351,640 407,643 

固定負債    

資産除去債務 35,200 35,207 

固定負債合計 35,200 35,207 

負債合計 386,841 442,851 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成30年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成30年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 70,000 164,607 

資本剰余金 11,306 151,160 

利益剰余金 597,768 545,569 

自己株式 △2,115 - 

株主資本合計 676,959 861,337 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 9 22 

その他の包括利益累計額合計 9 22 

純資産合計 676,968 861,359 

負債純資産合計 1,063,809 1,304,210 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

  （単位：千円） 

 
 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 

 至 平成30年６月30日) 

売上高 398,179 

売上原価 67,517 

売上総利益 330,661 

販売費及び一般管理費 326,301 

営業利益 4,360 

営業外費用  

支払利息 42 

為替差損 118 

営業外費用合計 160 

経常利益 4,199 

税金等調整前四半期純利益 4,199 

法人税等 3,583 

四半期純利益 616 

親会社株主に帰属する四半期純利益 616 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

  （単位：千円） 

 
 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 

 至 平成30年６月30日) 

四半期純利益 616 

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 13 

その他の包括利益合計 13 

四半期包括利益 629 

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 629 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、平成30年４月10日に東京証券取引所マザーズに上場いたしました。上場にあたり、平成30年４月９日を払

込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による新株式170,000株の発行及び自己株式の処

分44,000株により、資本金及び資本準備金がそれぞれ91,494千円増加しています。

これらの結果、当第１四半期連結会計期間末における資本金は164,607千円、資本剰余金は151,160千円となっており

ます。

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算） 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

      （単位：千円） 

  報告セグメント 

  人材紹介事業 メンタルヘルスケア事業 計 

売上高      

外部顧客への売上高 239,660 158,518 398,179 

セグメント間の内部売上高又は振替高 - - - 

計 239,660 158,518 398,179 

セグメント利益 35,985 28,913 64,899 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 
 

利益 金額 

報告セグメント計 64,899 

全社費用（注） △60,539 

四半期連結損益計算書の営業利益 4,360 

 （注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等の販売費及び一般管理費であります。 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。
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